
政策項目 自由民主党 立憲民主党 公明党 日本維新の会 国民民主党 日本共産党 れいわ新選組 社会民主党 参政党 日本保守党

物価高・消費税

・18歳以下の子ど

もと住民税非課税

世帯に１人４万

円、その他１人２

万円支給

・食料品消費税

0％

・一人当たり２万

円給付

・生活応援給付と

して国民に還元、

減税も実施

・消費税を２年間

ゼロにする

・ガソリン暫定税

率の見直し

・ガソリン暫定税

率廃止

・消費税は一律

５％に

・消費税は廃止を

目指し、５％に緊

急減税

・消費税廃止

・現金１０万円給

付

・食料品消費税ゼ

ロ

・消費税は段階的

廃止

・食料品の消費税

は恒久的に０％に

・ガソリン税減税

食と農業

・農家所得向上を

目指す

・米の安定供給と

円滑な流通確保

・食料安全保障の

強化

・農業者個別補償

制度をバージョン

アップ

米価急落の恐れが

あれば、政府備蓄

米を買い戻し流通

量調整

・縮小生産から拡

大生産へ

・参農支援により

担い手解消へ

・農家の手取り増

・米価の安定

・コメは増産へ

・コメ農家への価

格保障、所得補償

を充実

・食料自給率を５

０％にする

・農林関係予算を

５兆円に増額

・所得補償、休耕

地活用、種子法復

活

・食料自給率50％

を実現

・食料自給率

100％を目指す

・第一次産業担い

手の公務員化を進

める

・農林水産行政の

抜本的な見直し

賃上げ・雇用対策

・実質１％、名目

３％の賃金上昇率

を達成し、2030年

度に賃金約100万

円の増加を目指す

・最低賃金を１５

００円以上に

・インボイス制度

の廃止

・同一労働同一賃

金の実現

・中小企業の賃上

げを集中支援

・最低賃金を実勢

に合わせて引き上

げる

・就職氷河期の安

定雇用を支援

・１０３万円の壁

引き上げ

・インボイス廃止

・最低賃金を１５

００円、手取り月

額２０万円程度に

引き上げ

・最低賃金を１５

００円に

・インボイス制度

廃止

・インボイス制度

中止

・最低賃金1500円

の早期実現

・インボイス制度

の廃止

・年収の壁を212

万円まで引き上げ

・所得税減税

ジェンダー、男女格

差

・女性の経済的自

立と働きやすい環

境実現

・選択的夫婦別姓

の早期実現

・同性婚を法制化

.クオータ制導入

・選択的夫婦別姓

の導入推進

・困難女性への支

援

・同一戸籍・同一

氏の原則を維持し

旧姓使用に法的効

力を与える

・選択的夫婦別姓

の早期実現

・生理用品の無償

配布

・選択的夫婦別姓

の早期実現

・同性婚容認の法

改正

・同性婚を合法化

・選択的夫婦別姓

を実現

・男女の賃金格差

是正

・クオータ制導入

・選択的夫婦別姓

制度や同性婚を法

制化

・選択的夫婦別姓

の導入に反対

・同性婚に反対

LGBT理解増進法

の改定

子育て・教育

・高校授業料の実

質無償化

・「こども誰でも

通園制度」の本格

実施

・国公立大学の授

業費無償化、私立

大・専門学校も負

担減

・就労に関係なく

利用できる「こど

も誰でも通園制

度」

・児童手当の拡充

・幼児教育・高校

を所得制限なく無

償化

・小中学校給食費

を無償化

・高校までの教育

費完全無償化

・3歳からの義務

教育化

・大学までの無償

化

・給食費無償化

・子ども手当一律

月３万円

・大学院まで無償

化

・大学までの教育

費無償化を目指

し、当面は給付型

奨学金と返済免除

制度を導入

・公立学校の種類

を多様化

・長期育児休業を

奨励

・共同親権制度の

導入・大学の補助

金を減らし統廃合

促進

社会保障

・基礎年金の受給

額底上げ

・持続可能な全世

帯型社会保障を構

築

・現役世代と若者

の年金底上げ

・高額療養費制度

見直しを再検討

・基礎年金の給付

水準底上げ

・被用者保険の適

用拡大

・現役世代一人当

たり社会保険料を

年間６万円引き下

げる

・最低保障年金を

構築する

・年金アップを実

現

・社会保障料を軽

減

・医療費の窓口負

担、国保料を引き

下げる

・年金引き上げ、

最低保障年金の導

入

・社会保険料の引

き下げ、最低保障

年金の導入

・後期高齢者医療

制度廃止し全額国

保負担

・社会保険料の労

使負担割合を１：

３に

・最低保障年金月

10万円

・予防医療で医療

費削減
記載なし

安全保障

・防衛力を抜本的

に強化

・新しい戦い方へ

の対応力や持続

力・強靭性を備え

た防衛力を構築

・核兵器禁止条約

締結国会議にオブ

ザーバー参加

・核兵器禁止条約

締結国会議にオブ

ザーバー参加

・日本の主権と領

土を自力で守る体

制整備

・日米同盟の見直

し

・ミサイル防衛の

強化

・沖縄の米軍新基

地建設を中止

・核兵器禁止条約

に参加

・日米安保法制の

見直し

・核兵器禁止条約

の批准

・核兵器禁止条約

の早期批准

・日米地位協定の

改定早期実現

・自立的な防衛を

確立して対等な日

米同盟と国際連携

を推進

・スパイ防止法の

制定

・防衛研究への助

成促進


